様式第２号（第４条関係）
飛驒市ふるさと納税活用まちの元気創出支援事業概要書

（ソーシャルビジネス創出支援部門）
 １ 団体概要

	名　　　称
	　

	所　在　地
	〒

　　

	代表者
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps16 \o\ad(\s\up 12(ふりがな),氏　名)
	

	
	住　所
	〒



	設立年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	設立目的
	

	資本金
	
	売上高
	

	従業員等数
	 正社員　　　人　・　パート等　　　人　

	【事業内容・最近の活動状況】　※法人等の概要パンフレットがあれば添付


	事　業　実　施　体　制

	役　職
	氏　　　名
	役　職
	氏　　　名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　※記載しきれない場合には、名簿等に役割を記載の上添付してください。
２　事業計画

	事　業　名
	

	寄附目標金額
	企業版ふるさと納税　　　　　　　　　　　　　　　　 千円

	
	ガバメントクラウドファンディング
　　　　　　　　　　必要額　　　　千円×1/2＝　　　千円

	
	飛驒市ふるさと納税　必要額　　　　千円×1/2＝　　　千円

	事業実施場所
	
	地域の合意
	有り
合意見込
無し

	①【市（地域）の現状と課題として捉えていること】
※課題となっていること及びその背景を具体的かつ定量的に記載し、申請者が当該課題解決に取組む理由を具体的に記載してください。


	②【市（地域）内の既存事業者との調和について】
※市（地域）内に競合する事業者がある場合は、協調の経緯を記載してください。


	③【事業実施にあたり許認可必要の有無】　・有り　　　　　・無し
※「有り」の場合は、その内容と許認可取得の状況を記載してください。


	④【事業内容・目的について】
※①の地域課題解決のためにどのように事業展開するのか、具体的に記載してください。


	⑤【事業効果・将来性について】
※当該事業を実施することによる効果及び地域課題解消の見込み、交付期間終了後の事業継続（拡大）の展望について具体的に記載してください。


	⑥【寄附者へのPR方法・ﾀｰｹﾞｯﾄについて】
※ふるさと納税募集に際し、広く共感を得るために、誰（ターゲット）にどのようにＰＲしていくか具体的に記載してください。


	⑦【返礼品として考えているもの】
※ふるさと納税募集に際し、広く共感を得るために寄附の返礼品として考えているものがあれば記載してください。



３　事業実施上のリスク対策
	①【事業実施上の考えられるリスクや問題点と、その対策】


	②【受益者や地域住民からの要望、意見、苦情の把握方法と、その対応方法】


	③【寄附金が目標額に達しなかった場合の事業実施方法】
Ⅰ　目標達成率３０％未満の場合
Ⅱ　目標達成率５０％未満の場合
Ⅲ　目標達成率７０％未満の場合
Ⅳ　目標達成率９０％未満の場合




	その他ＰＲ事項
	※各審査項目に係る特徴や適合性等を記載してください。


※その他、事業内容等を説明する資料がありましたら添付してください。
４　交付対象事業実施スケジュール及び収支計画
	事業実施スケジュール（　　　年　月　～　　　　年　月）※最長５年間

	スケジュール
	項　　　　　　　　目

	　　　年　　月


	

	交付対象事業収支計画（全体計画）

	収入区分
	金　額（千円）
	積　算　根　拠

	　交付金
	
	

	　その他補助金等
	
	

	　借入金
	
	

	　売上高
	
	

	　その他収入
	
	

	
	
	

	収入計（Ａ）
	
	

	経費区分
	金　額（千円）
	積　算　根　拠

	　売上原価
	
	

	　人件費
	
	

	　販売費及び一般管理費（人件費以外）
	
	

	　備品購入費
	
	

	　不動産取得費
	
	

	　その他支出
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	支出計（Ｂ）
	
	

	収支差引
（Ａ－Ｂ）
	
	


５　事業収支年度別計画
（単位：千円）
	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	交付金
	
	
	
	
	

	その他補助金等
	
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	
	

	売上高
	
	
	
	
	

	その他収入
	
	
	
	
	

	収入計（A）
	
	
	
	
	

	売上原価
	
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	
	

	販売費及び一般管理費（人件費以外）
	
	
	
	
	

	備品購入費
	
	
	
	
	

	不動産取得費
	
	
	
	
	

	その他支出
	
	
	
	
	

	内訳
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	支出計（B）
	
	
	
	
	

	収支差引（A-B）
	
	
	
	
	

	事業実施体制
	人
	人
	人
	人
	人


2

